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i.は じ め に
企業会計 は,会 計実践の歴史的発展の過程で,社 会的行為規範 としての会
計原則 を形成 し,発 展 させて きた。会計原則 はそれ自体会計実践の指導規範
として自律的体系を確保 しなければならないが,そ の時の社会的 ・経済的情
況 を背景 として,会 計 目的やそれに導かれ る会計理論 によってその目標 とす
る価値内容が規定 される性格の ものである。
わが国企業会計原則 は一般原則の第1に 真実性の原則 をかかげ,企 業会計
原則体系全体の目標価値 として企業の財務 内容の 「真実な報告」を明示 して
いる。 ここでの真実性 は具体的な価値内容 を明定 しない包括的規範概念であ
る。 また,他 方でそれは,真 実性 の原則以外の一般原則及び諸会計基準の適
用を通 じて達成 され る委任規定 ともなっている。すなわち,企 業会計原則 に
おける真実性の内実は,そ の時の社会的 ・経済的情況を背景 として,企 業会
計の目的や会計理論 に依拠 して決定 され ることになるものと解 されている。
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また,企 業の財務内容の 「真実な報告」は一般原則 の第二正規 の簿記の原則
以下の諸原則や,損 益計算書原則及び貸借対照表原則に規定 された諸基準 を
遵守することを通 じて確保 され ることが期待 されている。 そして,か かる諸
会計原則や諸会計基準 を適用するに際 して最 も重要で基礎的な概念が経理 自
由の考 えかたである。経理 自由の概念 は継続性 の原則の前提要件であ り,し
か も継続性の原則 は真実性の原則の予定する 「真実な報告」を会計処理の局
面で保証す る会計 ドク トリンである。経理 自由の考えかたを企業会計原則の
理論構造の中で どう位置づけるか,と りわけ真実性の原則 との関係 において
どのような働 きをもつ概念かを明 らか にす る必要がある。
本稿では,企 業会計における経理 自由の概念 を究明することによって,わ
が国企業会計原則 における真実性の原則の理論的性格を明 らかにしたい と思
う。論述にあたっては,ま ず,わ が国企業会計原則の理論的構造 を明 らかに
し,そ こにおける真実性の原則の理論的性格 を考察する。っついて・真実性
の原則 を保証する継続性の原則 の役割 について述べ,最 後に,経 理 自由の前
提 と真実性の原則の関係 について検討を加 えることにしたい。
皿.真 実性の原則の理論的性格
わが国の企業会計原則 は,第 一一般原則,第 二損益計算書原則,お よび第
二貸借対照表原則の3部 構成 となっている。 この企業会計原則の理論的構造
を分析するな らば,下 部構造 に一般原則を有 し,そ れと有機的な関係 をもつ
損益計算書原則お よび貸借対照表原則 を上部構造 とする二層構造 をなす もの
1)
と理 解 され る。
0般 原則 は,会 計処理 の基 準や手続 の選択 と適用 にあたって当為 ない し規
範 としての性格 を もってい る。 この ような特質 の.__.般原則 は会計 ドク トリン
と呼ばれてい署.若 杉明鞭 は会計 ドク トリンの特徴 を,会 計公靴 の比較
3)
に お い て 次 の よ う に 明 確 に述 べ て お られ る 。
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(1)会計 ドク トリンは,こ れなしに も会計実践が成立するが,た とえば,
保守主義を適用 しない と保守的な利益算定が結果 しないとい う特質をも
つo
② 保守主義の原則,継 続性の原則等 はいずれ も例外処理,す なわち,こ
れを適用 しない会計処理があ りうる。
(3)保守主義の原則などは具体的内容 をもたず,会 計行為への当為的 ・規
範的な規制概念 としての性格 をもっている。
(4)相互 にまたは他の概念 と矛盾することも少な くない。
⑤ 会計 目的に規制 され,影 響 される性格 をもっている。
以上によって会計 ドク トリンが,会 計目的の達成 を効率的ないし合目的的
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会計 ドク トリンとしての一般原則が,企 業会計原則体系において重要な位
置 と役割 をもつ ものであることは上述の通 りである。そこで次に,一 般原則
を構成する諸原則の性格や関係性 を分析することによって,そ の内部構造 を
さらに明確 にしよう。
一般 原則は,第 一に真実性の原則 を規定 し,続 いて第二に正規 の簿記の原
則,第 三に資本取引 ・損益取引区別の原則,第 四に明瞭性 の原則,第 五に継
続性の原則 を,さ らに第六に保守主義の原則,第 七に単一1生の原則,ま た注
解1に は重要性の原則 をそれぞれ規定 している。第二の正規の簿記の原則以
下の7つ の諸原則 は,そ れ自体が具体的内容 をもつ ものではないが,損 益計
算書および貸借対照表作成上の個々の会計基準に対 し,「……すべ きである」
といった当為的 ・規範的な行為指針 を示 したものである。
たとえば,第六の保守主義の原則 は,「企業の財政 に不利 な影響 を及ぼす可
能性がある場合 には,こ れに備 えて適当に健全な会計処理をしなければなら
ない」 と規定 し,企 業会計が保守的経理 を行 うことを要求 している。 これは
企業の財政に不利 な影響 を及ぼす可能性が認め られる場合 には,保 守的経理
を行 うことによって企業会計原則が保守的な利益の算定 を期待 しているいわ
ば0つ の重要な基本方針(政 策)を 明示 しているわけである。その他の諸原
則 も基本的に同様 な性格 をもつものである。
これに対 して,第 一の真実性の原則 は,同 じ会計 ドク トリンとはいえ,そ
の内容 と役割 において異 なった性格 となっている。一般原則の第一には,「企
業会計 は,企 業の財政状態及び経営成績 に関 して,真 実な報告 を提供 しなけ
ればならない。」 として真実性 の原則をうたっている。 この真実性の原則 は,
他の一般原則のように会計判断や会計行為に対す る当為性や政策性の一つを
表現 した もの とは違 うのである。「真実な報告」を提供すべ しという場合の真
実性 は,具 体的内容性 を有するというよりも,企 業会計原則が達成すべ き最





れ を構成する諸原則の性格や役割,あ るいは相互の関係性において大 きく二
つの階層に分 けることがで きる。真実性の原則 を下部構造(会 計モーレス)
とし㌔
)その他の諸原則 を上舗 造(旛 の会計 ド外 リン)と する二騰 造
で あ る 。 こ の 関 係 を 図 解 で 示 せ ば 図2の 通 り で あ る
。
図20般 原 則 の 構 造



























































































































会計モー レス としての真実性の原則 は,企 業会計原則 に基づいて実施 され
る企業会計の達成すべ き最高価値(目 標)を 示す と同時 に,そ の他の一般原
則や諸基準 に対 して機能上の方向性 ・統一性 を与 える根本規範 となるもので
あると理解 される。真実性の原則 を根本に位置づけることによって行為規範
としての企業会計原則 の自律性の確保が可能 となるのである。
ところで,真 実性の原則 に規定する 「真実な報告」 とは何を意味するので
あろうか。真実性 の原則が企業会計の達成すべ き最高価値 を示す性格の根本
命題である点については上 に述べた通 りであるが,実は最高の価値である「真
実な報告」の実質的内容 は必ずしも明 らかではない。 つまり,真実性の原則
の規範的性格 は明瞭 となったが,価値的内容 は特定 されていないのである。
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ここでは問題が2つ 認識 されなければならない。1つ は,真 実性の内実が ど
のように規定 されるのか とい う問題であり,他 の1つ は,そ のような真実性
の確保が どのようにして保証 され るのか という問題である。
第1の 点については,会 計 目的 との関連で第3節 でやや詳 しく考察するこ
とにするが,こ こで要約的にいえば,真 実性の内実 は社会的 ・経済的情況 を
背景 とした会計 目的観や会計理論 によって規定 される。従 って,企 業会計 に
対する社会腰 求が歴畑 に変化す楓 会計目艦 や会計職 の変化を通
じて 「真実な報告」の内容が相対的 に変化する特質の概念である。
次に,真 実性の保証 は企業会計原則上 どのようなメカニズムによって確保
されるのか。先 にみた…般原則の理論的構造によれぼ,真 実性の原則以外の
7つの一般原則 は,各 々が今 日の企業会計 における一般的方針や政策 を表明
した ものである。 そこでは相互 に影響 し合 った り,逆 に矛盾 し合 う関係がみ
られる。 このような諸々の0般 原則 を全体 として統御 し,企 業会計の目的達
成のために方向的統一一性 を与 えるものが真実性の原則 ということであった。
つまり,他の一般原則 は真実性の原則 によって統御 されることによって,各々
が会計原則 としての機能 を正当に発揮 し,さ らに諸会計規準の準拠枠 を提供
することがで きるのである。真実性の原則 と他の一般原則 とのこのような関
係の認識 は,真 実性 の原則が要求する 「真実な報告」 をどのように達成す る
か という当面の問題に対する解答 を用意することになるのである。
真実性の原則 は,文 言上,「真実な報告」を提供 しなければならない と規定
されているが,真 実な報告(会 計処理 も含む)を 提供する企業会計原則上の
手続についてはこれを明規せず,い わゆる委任規定 という性格 をもっている。
そこで,企 業会計原則の構造理解に基づ き,会計 モー レスたる真実性 の原則
は,狭 義会計 ドク トリンたる正規の簿記の原則,明 瞭性の原則,継 続性の原
則な どの他の一般原則,及 びそれ らに準拠 した諸会計基準の適切 な働 きを通
じて,企 業会計原則の根本規範 としての実質 を確保するというメカニズムと
の
解 さ れ る の で あ る。
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このように考えるならば,企 業の作成する損益計算書や貸借対照表が企業
の真実な経営成績や財政状態を表示するとい う場合,こ れ らの財務報告が一
般原則 の第二正規の簿記の原則以下の7つ の一般原則 に準拠 し,ま た,損 益
計算書原則や貸借対照表原則の各会計基準 に従って作成 された ものであると
いうことを意味 している。 たとえば,有 形固定資産 の利用に伴 う経済価値の
減少 という会計事象に対 して減価償却手続 を適用するにあたって,定 額法 を
採用 している場合,毎 期継続 してこれを適用す るという会計方針が維持 され
なければ財務報告の期間比較性が損われ るばか りか,経 営者による恣意的な
利益操作が行われることになる。 これ は一般原則の第五継続性の原則に従 っ
た会計処理が行われないことにより}真 実性 の原則の求める「真実な報告」が
達成 されないということを説明 している。 また,損 益計算書や貸借対照表で
の表示にあたって,純 額表示 を行った り,科 目の配列が無原則であった り,
あるいは会計方針が注記 されなかった りす るなど明瞭な報告を怠った場合,
真実性の原則 の予定する 「真実な報告」 を確保 することはで きない というこ
とになる。
このように企業会計上の真実性 は,正 規の簿記の原則以下の諸原則や諸基
準の遵守 の結果保証 され るものであり,し か も,か かる諸原則や諸基準に準




た通 りである。一般原則 にあっては真実性 の原則が他の7つ の一般原則の上
位 にあって,そ れ らの諸原則の働 きを,全 体 として会計 目的達成の統一的方
向に機能すべ く統御 している。他方で,会 計処理及 び報告のプロセスにおい
て,他 の7つ の一般原則 とそれ らに準拠 した諸会計基準が遵守 され ることに
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よって真実性 の実質的内容が確保 されるとい う関係がみとめられる。
さてそこで,真 実性の原則の本質をさらに考察す るために,会 計処理にお
ける真実性 を保証する継続性 の原則について検討 を加 えることにしたい。継
続性の原則 について は企業会計原則の本文 にその意義が定められ,ま た注解
3にその性格が規定 されている。一般原則 の第五には,「企業会計 は,その処
理 の原則及び手続 を毎期継続 して適用 し,み だ りにこれを変更 してはな らな
い。」と継続性 の原則 を規定 している。 これは,企 業会計が採用した会計処理
の原則や手続 を,毎 期継続 して適用することによって財務報告の真実性が確
保 されることになるとの意味である。 もし特定の政策的な意図をもって,正
当な理由がないにもかかわ らず従来の会計処理の原則や手続 を変更 した場合
には,企 業の経営成績や財政状態に関する真実な報告がゆがめられることに
なる。
企業が選択 した会計処理の原則及び手続 を毎期継続 して適用 しない場合に
は,同 一の会計事実について異なる利益額が算出されることになる。た とえ
ば,い ま取得原価¥1,000,000,残存価額¥100,000,耐用年数5年 のA機i械
について定額法による減価償却 を実施するとすれば,各 年度の減価償却費 は,
(¥1,…,…一¥1・・,…)×15の算式 により¥18・… となる・
定額法 によれば各期 を通 じて¥ego,000が減価償却費 として期間利益にチ
ャージされる。その結果,こ の定額法 を継続 して適用する限 り,各期の純利
益額 は減価償却費に関す る限 り,同一計算方法の もとで算出されることとな
り,財務諸表の期間比較が可能 となる。 これ は真実性 の原則の要求す るとこ
ろである。
これに対 して,仮 に第2年 度において同A機 械について定率法 による減価
償却 を行 ったとすれば,減価償却費 は,(¥1,000,000-¥180,000)×0.412の
算式により¥337,840となる。もし仮 に,当該企業の第2年 度の減価償却費控
除前の純利益額が¥500,000だった とすれば,減価償却費控除後の純利益額 は
¥162,160となる。この金額 はs減価償却費が前年度 と同一の方法,す なわち
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定額法によって算定 されたな らば¥320,000となるべ きところを,前年度 と異
なる方法すなわち定率法を適用 した ことによ り算出 された純利益額 というこ
とになる。 この方法の変更に正 当な理由が見 い出せないとしたら,明 らかに
継続性 の原則が適用 されなかったことを意味する。
このようにして,継 続性の原則 に違反 した会計処理が行われた場合には,
同一の会計事実について異なる費用額や利益額が算出され ることになる。そ
の結果,財 務諸表上の金額 の期間比較が困難 とな り,財 務諸表情報 に基づ く
利害関係者の判断 と意思決定 を誤 らせ ることになる。真実性の原則 の要求す
るところは,企 業の経営成績や財政状態に関 して 「真実な報告」を提供 し,
もって会計 目的の実現をはかることにある。企業の提供する財務報告は,次
節で考察する通 り,企業の利害関係者の適切 な判断形成を助 け,も って合理
的な意思決定 を行わ しめることにあると解 され る。真実性 の原則 の予定する
価値内容 はこのような会計 目的の実現におかれてお り,目 的規範 としての会
計モーレスとして特質づけられる。
継続性の原則 はかかる真実性の原則 を,会 計処理の面で保証する重要な会
計 ドク トリンである。真実性 の原則の要請 に基づ き継続性 の原則 は,会 計処
理の原則及び手続の適用の局面で機能す ることになるのである。すなわち,
企業 は,い ったん採用 した会計処理の原則 または手続 を,正 当な理由によ り
変更 を行 う場合 を除 き,財 務諸表 を作成する各時期 を通 じて継続 して適用 し
なければならないのである。
さて,継 続性の原則が企業の財務報告の真実性 を確保するための会計原則
上の担保 としての役割 をもつ ものであることが明 らかにされたが,こ の継続
性の原則が成立するためには1つ の重要な前提 の認識が必要 とされる。会計
原則における継続性の原則 の存立 を基礎づけている考え方 こそが経理 自由の
前提 である。企業会計における経理 自由とは,一 般 に認 められた会計原則の







則又 は手続の選択適用が認 められている場合である。」と規定 している。 これ
は企業会計上,継 続性 の原則が適用 され る第1の 条件 を示 した もの と解 され
る。1つ の会計事実についてただ1つ の会計処理の原則 または手続 しか存在
しないか,あ るいはただ1つ しか適用が認 められていない場合には,企 業の
諸特性に関係な く当該原則 または手続 しか適用 しえないことになる。 こうい
う場合 は,会 計 ドク トリンとしてどういう考 え方 を適用すべ きか とい う問題
その ものが発生 しないことになる。従 って,「継続適用 しなければならない」
とする会計原則が必要 とされるのは,1つ の会計事実について選択適用で き
る複数の会計処理の原則 または手続が存在することが要件 となるのである。
ここで注意 されなければならないのは,1つ の会計事実に対する複数の会
計処理の原則や手続 といった場合,こ れ らの原則や手続 はいずれ も一般 に公
正妥 当な,あ るいは 「正当な」会計処理の原則 または手続 として認 められて
いることが含意 されている点である。一般 に公正妥当と認められない原則や
手続の適用 は,企 業会計 目的の達成 に照 らし,継 続性の原則及び真実性の原
則の坪外 にある問題なのである。 このように正当 と認められる代替的な会計
処理 の原則や手続が複数存在することが,後 述するように,経 理 自由の考え
方が及ぶ範囲 を限定す る前提要件 ともなるのである。




計原則や手続が存在するとして も,そ の中の1つ が他のすべての原則や手続
に対 していかなる場合に も優位 にあることが明 らかな場合 には,当 然に優位
にある原則や手続が選択適用されることになる。 こういう局面で は劣位にあ
る他の会計原則や手続 を選択す ることは考 えられないのであるか ら,あ えて
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継続性の原則 を適用 して優位 にある特定の原則や手続 の選択適用の継続性 を
強制する必要 はないのである。実質的に継続性の原則の適用が必要 とされ る
のは,相 互 に優劣のつけ難い正当な会計原則や手続が2つ 以上存在 し,従 っ
て,ど れを選択適用 しても企業の財務内容 に関する 「真実な報告」を損ねる
ことがないと考 えられる場合 に限 られる・)であぎ.そ もそ も繍 生の原則が
会計原則 の重要な1つ として認められるようになったのは,会 計処理の原則
や手続が多様化 し,相互 に優先的な選択適用の基準が見い出 し得なかったこ
10)
とにあるとされているのである。
以上 のように継続性の原則の適用条件 として,1つ の会計事実に対する公
正妥当な代替的原則や手続が複数存在 し,し か も,相互間に適用上の優劣が
つけ難いことが前提 となる。 このような条件が充たされたとき経理 自由の考
え方が実質的に機能することになる。経理自由とは,前 述 した通 り,複 数存
在する会計処理の原則 や手続の中から,企 業の諸特性 に照 らして最 も妥当な
原則や手続 を,企 業の主体的判断によって選択適用で きることを意味 してい
る。その場合,選 択適用で きる会計原則や手続 は,い ずれも一般 に公正妥当
と認 められた範囲のものに限 られることは言 うまで もない。つまり,正 当 と
認め られた原則や手続 の枠内での選択の自由が企業 に委ね られていると解 さ
れ るのである。そのような意味で,継 続性 の原則存立の前提 としての経理自
由は,無 制限な会計選択の自由ではな く,一定の範囲内での選択 自由が認め
られているものであることが理解 される。
経理 自由の考え方が継続性の原則の前提 となっている点についてさらに深
く考察 してみよう。継続性の原則 は企業会計の真実性 を確保するために,企
業がすでに採用 している会計処理の原則や手続 を,各 会計期間 を通 じて継続





が企業の財務内容 を適正 に表示 し,期 間比較を可能ならしめるのである。か
かる継続性の原則が実質的に意義を有するのは,同 一の会計事象 に対する複
数の会計原則や手続の中から,い ずれを選択適用することも可能であ り,ま
た,い ったん採用 した会計原則や手続であって も,真 実性の確保 の上か らよ
り正当な原則や手続 に変更することが可能であるという前提が認 められた場
合である。経理自由の考 えかたはこのような前提 を充たすために必要 とされ
る概念であ り,従 って,継 続性の原則の成立を基礎づける重要な要件 という
11)
ことができる。
企業会計 における経理自由の考 えかたは,1つ の会計事象に対する複数の
代替的な会計原則や手続の中か ら,そ の時の企業の諸事情 に適合 した最 も妥
当な原則や手続 を選択適用することが要請 される2つ の局面で作働すること
になる。すなわち第1に は,企 業会計の起点 において複数の会計原則や手続
の中か ら適切 なものを選択適用する局面である。 この局面は継続性の原則が
実際に適用 され る前段階であるが,継 続すべ き会計処理の原則や手続が第0
義的 に決定 される重要な段階である。継続性 の原則が意味 をもつための第1
の前提条件 といえよう。 まず,こ の段階で,1つ の会計事象に対 して正当 と
認 められ る複数の会計処理の原則や手続があれば,そ の中か ら最 も適切 な唯
一の原則や手続が選択 され,適 用されるのである。そして,基 本的にはいっ
たん採用 された会計原則や手続 は毎期継続 して適用 されることになる。
経理自由の考えかたが機能す る第2の 局面 は,第1の 局面でいったん選択
された会計原則や手続が,継 続性の原則 によって各期 を通 じて継続適用され
ている状況の中で,変 更すべ き事由が生 じたことによって,新 たに他の会計
原則や手続 を選択適用する局面である。 もし,い かなる場合にもいったん採
用 した会計原則や手続 を他の ものに変更す ることが認められない ということ
であれば,こ の局面で経理自由の考えが働 く余地 はない。 しかしなが ら,実
際には企業会計 の真実性 を確保す るために,特 別の事情の変化が生 じたな ら
ば,従 来の会計原則や手続か ら他の原則や手続への変更が認 められているも
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の と考えられる・企業会計原則注解3に1ま,「いったん採用 した会計処理の原
則又 は手続 は・正当な理由によ り変更を行 う場合 を除 き」洛 時期 を通 じて継
続適用 しなければな らない と規定 されているが,こ れはr正 当な理由」があ
れば会計原則や手続 を変更することが認め られることを表明 した ものである
と解 され る。
経理 自由の考えかたが,複 数の会計処理の原則や手続の問 における選択 の
自由という領域で機能することは明 らかであるが,そ れ と継続性 の原則 との
関係 という場合には,経 理 自由は継続性 の原則 の存立の前提要件であると考
えるのが最 も合理的である。けだし,継 続性の原則 はある特定の選択 された
会計処理の原則や手続が継髄 用されることを問題1こするからで諾 。
IV.真実性 の原 則 と経理 自由の前提
さて,継 続性 の原則 の前提 要件 で あ る経理 自由の考 えは,企 業 会計原則 の
体 系の中で,い か に して企業会計 の真 実性 を達 成す るべ く機能 す るのであ ろ
うか・本節 で は・ これ まで述 べ て きた経理 自由の前提 と真 実性 の原則 との関
係 につ いて考察す る。 そのために はまず,真 実性 の原則 の想定 す る実質的 な
価値 内容 を規定 す る企業 会計 の目的が明 らか にされな けれ ばな らない。
アメ リカ公認会計士協会(TheAmericanInstituteofCertifiedPublic
Accountants・AICPA)の会計原則審議会 の ステイ トメ ン ト第4号(1970年)
は,財 務 会計 の基本 目的 を,「財務諸表 の利用者 が,経済 的意 思決定 を行 う上
に有 用 な・企業 に関す る計数的財務 庸報 を提供 す る こと」 槻 定 してい13)
。
企業会計 の提供 す る財務 諸表情 報が,情 報利用者 の経 済的意思決定 に とって
有 用 な もの とな らなけれ ばな らな い ことを明確 に述 べた注 目すべ きステイ ト
メ ン トで ある・ この よ うな企業会計 の 目的 をさ らに徹底 したのがアメ リカ財
務 会計基準審議会(FinancialAccountingStandardsBoard,以下単 にFASB
とい う)の 見解 であ る。
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FASBは,1978年のス テイ トメ ン ト第1号 の公表か らはじまる一連 の概 念
朧 研究プ。ジェク トの総 拡大する情幸艮要求 に応 えて,従 来のフィナン
シ ャル ・ステイ トメンツの情報 限界 を指摘 し,さらに,それ を中心領域 に含 み
なが らもさ らに広範 な外部 財務1青報 を提供 す るフィナ ンシャル ・リポーテ ィ
ングを構想 す る。 このFASBの フィナ ンシャル ・リポー テ ィングには・本来
の企業会計 メカニ ズム に よ り作成 され る財務 諸表(FinancialStatements)及
びその注記情 報(NotestoFinancialStatements)以外 に,補 足情 報(Supple-
mentaryInformation),その他 の任意的財務情報(OtherMeansofFinancial
Reporting),さらにはその他 の非財務 的情報(OtherInformation)が加 わ った
広 い範囲 の情報が含 まれてい る。 そ して,こ の ような外部財 務報告 の第1の
目的 は,企 業 の投 資家等 に対 し合理的 な投資等経済 的意思決定 を行 わ しめ る
ことにある と指摘 してい る。すなわち,「財務報 告 は,現 在 お よび将来 の投資
者,債 権者 その他 の情報利 用者が,合 理的 な投資,与 信 お よび これに類似 す
ユらラ
る意思決定を行 うのに有用な情報を提供 しなければな らない。」
FASBのこの財務報告の目的観 は,か な り広い定義であ り・必ず しも外部
報告情報のみに限定 されないが,し か しなが ら主たる情報利用者 は企業外部
16)
の利害関係者,と りわけ投資者 と債権者が想定されている。財務報告の目的
を投資者,債 権者等の合理的な経済的意思決定,す なわち投資,与 信その他
の類似の経済上 の意思決定 を行 う上で有用なあ らゆる情報 を提供することに
17)
あ る とす るFASBの 目的観 は今 日一般 に異論 な く受 け入れ られて いる。
FASBのSFACNo.1は かか る一般 的 目的規 定 に続 いて,さ らに提供 され
る情報 内容 を特定 して,財 務報告 の第2及 び第3の 目的 を明 らか に してい る。
FASBは,多 様 な潜 在 的情 報利 用者 の共 通 した関心事 は好 ましいキ ャッシ
ュ.フ ロー を生み 出す企 業 の能力 にあ る と認識 し,外 部財務報告 の焦点 を投
資及 び与信 のための情報提供 におかれ る と説 明 してbる 。 そ して,こ の よ う
な認識 に基 づ き,財 務 報告 の第2の 目的 を,投 資家や債権者 な どの期待純 キ
ャ ッシュ受取額(prospectivenetcashinflows)の金額,時 期 及び不確 実性 を
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縦 す るのに役立つ情報を提供すること1こあると規定 してい砦.ま た,投 資
家や債儲 等が企業の財撚 動性等を評価す る上で助 けとなるように,企 業
の経済的資源,そ れ らの資源に対する請求権(債 務)及 びそれらの変動 にっ
いての情報を提供することが,財務幸賠 の第3の 目的であるとして曙 。
上述 の第2目 的 と第3目 的 は,第1のm般 目的 の特殊 化 をはか り
,さ らに
は提供される情蜘 特質をも説明するものとなって曙 .こ こで飽 括的で
はあるが第1の 目的が明 らかにされれば論述 の展開 は充分である。FASBは
この目的 を財務報告の目的 として規定 しているが,他 方でSFACNo.1は,
「基本的には・財務報告 と財.:表 は同 じ目的 をもつ」 と解 していZ1).従 っ
て,こ の第1の 目的をもって企業会計の外部報告目的 と理解することがで き
るであろう。
以上のように,今 日の企業会計の基本 目的 はi企 業を とりまく多 くの利害
関係者の経済的意思決定を合理的に行わしめることにあ り,そ のために企業
の状況に関す る 「真実な報告1を 提供す ることが要求 されているのである
。
わが国企業会計原則の一般原則の第1に ある真実性 の原則 も,こ のような企
業会計の一般的 目的観 に依拠 してその内実が規定 されると考えられる。 さて,
このような企業会計の目的 を内在化 させた真実性の原則 は,経 理 自由の観点
からはどのように説明 されるのであろうか。
そもそも経理 自由の考えかたが認 められ る根本の背景 は企業経理 の個別性
に求め られる。個々の企業 はその業種,規 模,経 営方針等 を異に し,従 って
また,会 計 システムをめぐる諸事情 も相違するのが通常である。企業会計の
歴史的発展過程で,個 別の会計実践 はかかる企業の諸特性 に適合するものと
して形成 され,ま たs慣 行 として育 って きた ものである。そして,こ れ らの
会計慣行 は,あ る時点で,そ の社会での合意に基づ き,一 般 に公正妥当な会
計原則 として とりまとめられa一 つの有力な社会的行為規範 としてすべての
企業の会計実践 を指導することにな22).この よう嬉1青 に もかかわ らず,1つ
の会計事実には1つ の会計処理の原則や手続 のみを認 め,これ をすべての企
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業に統一的に適用 させ るとすれば,種 々の不都合や無理が生ずることになる・
統一的な会計原則や手続 の適用が特定業種の企業 に合理的であった り,あ る
いは特定規模 の企業 には現実的でなかった りするのであれば,す べての企業
を対象 とする会計原則 に対する社会的信頼 性は失われることになる。
企業会計の行われる個々の企業の諸特性 を考慮の外 において,1つ の会計
事象に対 し単一の会計原則や手続 を統一的に適用せ しめるのであれば,そ れ
によって作成 される財務諸表等の情報 は企業の経営成績や財政状態等の財務
内容 の実態,す なわち財務内容の個別性 を適正 に反映 したものとはならない
といえよう。その結果,財 務諸表等情報 に対する信頼性が失われるばか りか,
情報利用者の企業 の状況 に関する適正な判断 を誤 まらせ,か つ,合 理的な各
種の経済的意思決定 を危 うくするおそれが強いのである。 このことはまさし
く企業会計の真実性の要求 に反することとなるのである。 ここにおいて1つ
の会計事象に対する公正妥当な複数の会計処理の原則や手続 を容認 し,そ の
選択適用にあたっては,企 業の諸特性 に照 して各企業が主体的判断に基づい
て自由に行 えるようにする。企業会計 における経理 自由の必要性 はこのよう
　
な論理 に導かれているのである。
次に,企 業会計の目的に規定 された真実性 の原則の実体的内容に照 らして,
経理 自由の前提の意味するところをさらに堀 りさげてみよう。企業会計原則
が真実性 の原則で求めている 「真実 な報告」の提供 は,先 に考察 したところ
から,企 業 をとりま く多 くの利害関係者が,そ の経済的意思決定 を合理的に
行 うにあたって有用な財務1青報 を提供 しなければならない ということを意味
すると解 され る。 この場合,企 業の財務内容の実態を適正に反映することが
真実性 を保証することになるのである。そのためには,企 業の諸特性 に照 ら
して,各 企業に最 も適合する会計処理の原則や手続 を自由に選択適用で きる
24)
ように企業の主体的判断の合理的範囲を広 く認 めることが要求 される。企業
の主体的判断の余地 を狭 く解する考 えかたに立てば,各 企業の経理の個別性
は軽視 され,財 務内容の個別性が適正 に報告されないおそれがあるか らであ
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る。そうなれば企業会計の真実性を確保することが困難 となる。
それでは,企 業の主体的判断の認め られる合理的範囲 はどのように考えた
らよいのであろうか・ この問題 は・継続'性の原則 における 「正当な理由」 に
よる会計処理 の原則や手続の変更の問題 と密接 な関係 をもつのである
._般
原則 の継続性の原則 は経理 自由の前提に立 っていることは前節で明 らかにし
た ところである。継続性 の原則の要求するところは,1つ の会計事象に2つ
以上の正当な会計処理の原則又は手続が認められている場合,そ の選樋 用
を企業の自由な判断にまかせるとともに,い ったん採用 した会計原則又 は手
続は,原 則 として財務諸表を作成する各期 を通 じて継続 して適用 され ること
にある。会計処理 の原則 や手続 を継続適用す ることによって財務諸表の有用
性や比較可能性 を確保することが期待 されているのである。
他方,企 業会計はいったん選択適用 した会計処理の原則や手続 をみだ りに
変更 してはな らない ことが要求 され る.選 択 した原則や手続 をみだ りに変更
することがあっては・企業の恣意的r｠｠r｠を許す こととな り,企 業会計の真実
性 を損ねる結果 になるか らである・ この企業の臆 的経理の排除 とい う点が,
先程の企業に鯉 舳 の主体的判断を認める場合の合理的期 を画す る片方
の限界線である。いかなる場合にも変更 を認めないということになると経理
舳 の前提 その ものが否定 されることとなるので,こ こでは論外である.そ
れではどのような場合 に会計原則や手続の変更が認 められ るのであろうか
。
まず理解 され ることは・変更 を可能 とす る状況 とい うのが本質的に企業会計
の真実性 を従前の状態か らさらに質の高いものに変えることが期待 され るも
のでなければならない ということである。つまり,各種情報利用者の経済的
意思決定 をより一層合理的な ものた らしめるために,従 前の会計原則や手続
の変更が,企 業の状況 に関するより適正な報告をもたらす ことが明 らかに期
待で きる場合のみ,そ のような変更は正当性を もつ といい うるのである。
そして,こ のような変更すべ き 「正当な理由」が認められる場合 には
,真
実性の原則 の要求する 「真実 な報告」を求めて,積 極的に会計処理の原則や
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手続に変更 を加 えてい くべ き性格の ものである。従って,継 続性の原則の規
定するr正 当な理由」による変更 は,単 に変更 を例外的に認 められる場合 を
意味するもの と解釈するのではな く,企業の財務 内容をより適正に報告す る
ために,会 計原則や手続を変更す ることカa明らかに..的 であると認25)れ
る場合には,当 然のこととして変更すべ きであるとの解釈が とられている。
また同時 に,こ の考 えかたは経理 自由の前提が機能する合理的範囲を画する
もう一方の限界線を示 している。すなわち,企 業会計における経理自由の考
えかたは,企 業の自由な選択 の合理的範囲 として,一 方の極 を企業の恣意的
経理の排除 という点におき,他 方の極 を企業の財務報告の有用性 もしくは信
頼性 の向上 という点 においているのである。
以上述べて きたように,企 業会計原則 における根本命題 たる真実性 の原則
は,企 業会計の目的によってその求 める価値内容が規定 されるとともに,他
方で,企 業会計の真実性 を保証 する条件 として一般原則の継続性の原則をは
じめとす る諸原則や諸基準 に準拠 した会計処理や報告を予定 している。そし
て,真 実性の原則 を会計処理 の領域で保証する継続性の原則の存立 には,企
業会計 における経理 自由 という考 え方が不可欠な前提要件 となっていること
が認識 されるのである。かかる経理 自由の前提 は継続性の原則が適用される
ための前提要件であるが,そ れはまた,真 実性の原則が想定する経済的意思
決定に有用な財務情報 の提供 という目的に照 らして,本 来的に前提 としてい
る考 えかたであることが明 らかにされた。経理 自由の前提は,企 業の恣意的
経理を排除することによって財務報告の信頼性を高め,ま た,企 業の財務内
容 を適切 に反映する会計原則や手続の適切な選択や正当な変更 を支持するこ
とによって財務情報の有用性や比較可能性 を確保することに貢献 することが
わかる。 このようにしてi経 理 自由の前提 は企業会計 における真実性 を確保
する上で極めて重要な働 きをもつ会計原則上の考 えかたであることが強調 さ
れなければな らない。
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V.お わ り に
企業会計 における経理自由の考 えかたは,企 業経理 の個別性を背景 として,
広 く一般に認められた概念 のようにみえる。 しかしなが らy今 日までの企業
会計の発展過程で,こ の経理 自由の概念が度々論議の対象 となって きた。 と
くに,法 規範 としての会計諸法規の整備に際 して,会 計の一元化 もしくは統
一化の問題 と関連 して提示 される場合が多か
ったように思われる。
このように一見当然の もの としてみなされている経理 自由の考えかたに対
する疑問 はどこに起因す るのであろうか。それ は経理自由の概念の明確化 と
同時に,会 計原則体系の中での位置づ けや役割の問題 に検討の余地が残 され
ているのではないか と考 えたのが本稿での問題意識であった。 この問題に関
して最 も秀れた論理的な究明 を行 ってお られ る若杉明教授の見解 に依拠 しっ
つ,独 自の視点か ら改めてこの問題 を考察 してみた。
本稿ではyま ず,わ が国企業会計原則体系の中での真実性 の原則の理論的
性格 とその内容について明 らかにし,そ して,真 実性の原則の求める企業会
計の真実性 を保証する重要な会計 ドク トリンとして継続性の原則の役割 を考
察 した。そこでは継続性の原則の存立基盤 として経理 自由の前提 を位置づけ,
両者の関係 を明確に した。 さらに,経 理自由の前提 は真実性の原則 との関係
において,企 業会計上の真実性 を確保 し,企 業の財務報告に対する信頼性 を
高め,も って情報利用者の意思決定 を合理的な らしめる上で不可欠な前提要
件であることが明 らかにされたのである。
企業会計上の真実性 を確保 する上で重要な経理 自由の前提 とその会計原則
上の役割 を正 しく理解 してお くことが,今 後発生 しうるこの種問題 に対 して
考察の論理 を用意 してお くことになると考える。本稿 はそのための研究成果
の一端 を示す ものであ り,今 後引 き続 きこの問題 については研究 を積み重ね
てゆきたいと思っている。
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注1)会 計 原則 の理 論 的構 造 の 分 析 につ い て は,拙 稿 「会 計 原 則 の基 礎 構 造 論 序 説 」
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れ る と ころで あ る。
StephenGilman,AccountingConceptsof∫)'rofits,1939(久野光 朗 訳 『ギル
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経 理 自 由 の原 則 に つ い て は,そ の特 質 を指 導 規 準 とせ ず,継 続 性 の 原 則 に当 然
に含 まれ る前提 要件 と と らえ て い る。 経 理 自由 の 考 えか た の重 要 性 につ い て は
若 杉 教 授 と同様 の見 解 に立 って い る。
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文 舘,1986年,119～121頁参 照)。
21}FASB,SFACNv.1,0p.cit.,par.5.
22)わが 国企 業会 計 原 則 は,1949年7月に 当時 の経 済 安 定 本 部 企 業 会 計 制 度対 策
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断を広 く認めるか否かの点 にあると指摘 された上で,「経理自由の原則」の必要
性 を強調 してお られる(若 杉明著 『企業会計の論理』,前 掲書,78頁)。
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若杉明著 『企業会計の論理』,前掲書,102頁。
新井清光著,前 掲書,113頁。
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